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１．事業者における業務の適切な運営・法令遵守のための体制の整備

• 信用購入あっせん業者等は、購入者等からの信頼及びクレジット市場の健全性を確保する
観点から、経営陣の指揮の下、

➢ 信用購入あっせんの公正かつ適確な実施を確保するために必要な体制
（第33条の２第１項第11号、第35条の2の31第10号、第35条の３の26第１項第９号）

➢ クレジットカード番号等取扱契約の締結に係る業務及び加盟店調査の適確な実施を確保
するために必要な体制（第35条の17の5第1項第8号）

の整備、維持が重要。

経営陣

法令等を遵守した業務を監督する内部管理部門によるモニタリングと改善
営業部門と独立した内部監査部署による定期的な監査

適切な苦情処理
（コール

センター）

適切な
加盟店管理

（加盟店
管理部）

クレジットカー
ド番号等の適切
な管理
（システム

担当部）

その他信用購入あっせん業務又はクレジット
カード番号等取扱契約締結業務の適切性

（与信審査部・カード発行部等）
・取引条件表示
・与信審査／ＣＩＣ登録
・本人確認等
・委託者等管理

指揮 報告
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第２章 信用購入あっせん業者等に対する監督

Ⅱ－２－１ 基本事項、法令等遵守（コンプライアンス）体制等【信用購入あっせん業者及びクレジットカード番号等取扱
契約締結事業者対象項目】

Ⅱ－２－１－１ 基本的体制整備、社内教育等

信用購入あっせん業者等は、購入者等からの信頼及びクレジット市場の健全性を確保する観点から、割販法第
３３条の２第１項第１１号及び第３５条の３の２６第１項第９号に規定する信用購入あっせんの公正かつ適確な
実施を確保するために必要な体制並びに同法第３５条の１７の５第１項第８号に規定するクレジットカード番号
等取扱契約の締結に係る業務及び加盟店調査の適確な実施を確保するために必要な体制を確立する必要がある。
具体的には、割販法等に規定する各種規定の適正な履行等が可能な社内体制を整備することである。
また、信用購入あっせん業者等は、適正な業務の運営を確保する観点から、法令に定める登録要件を維持しな

ければならない。
信用購入あっせん業者等は以下の点に留意し、コンプライアンス体制を整備しなければならない。

（１）法令等に定める各種行為規制の履行が確保される内容の社内規則等（具体的な業務の執行方法等を定めた
マニュアル等を含む。以下同じ。）を定めていること。また、社内規則等の内容の適切性について定期的な
検討を行い、必要性がある場合には見直しを行っていること。また、実効性の観点から、社内規則等に法令
等遵守に関して違反があった場合の制裁等が定められていること。

（２）法令等遵守を監督する部署及び責任者を明確に定め、定期的なモニタリングを実施し、問題が認められる
場合には改善策を策定し、実施していること。また、重大な問題がある場合には、経営陣への報告等が行わ
れていること。

（３）役職員に法令等の遵守に関する研修を定期的に受講させる等社内教育の体制を整備し、実践していること。
認定割賦販売協会会員については、役職員を同協会が主催する研修又は同等の内容の研修に定期的に参加さ
せていること。また、認定割賦販売協会非会員についても同等の内容の研修に参加させる体制になっている
かという点に留意しなければならない。

コンプライアンス体制の整備

割賦販売法（後払分野）に基づく監督の基本方針（抄） 抜粋
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Ⅱ－２－２ 業務の適切性
Ⅱ－２－２－１ 過剰与信防止義務【信用購入あっせん業者対象項目】

Ⅱ－２－２－１－１ 支払可能見込額調査【信用購入あっせん業者（認定及び登録少額を除く）対象項目】

  Ⅱ－２－２－１－２ 利用者支払可能見込額の算定【認定及び登録少額業者対象項目】  

Ⅱ－２－２－１－３ 信用購入あっせんの手数料【信用購入あっせん 業者対象項目】

Ⅱ－２－２－２ 公正かつ適切な取引の確保【信用購入あっせん業者対象項目】

Ⅱ－２－２－２－１ 取引条件の表示等における情報の提供【包括信用購入あっせん業者対象項目】

Ⅱ－２－２－２－２ 特定取引に係る書面の交付【個別信用購入あっせん業者対象項目】

Ⅱ－２－２－２－３ 加盟店管理【個別信用購入あっせん業者対象項目】

Ⅱ－２－２－２－４ 苦情処理等【信用購入あっせん業者対象項目】

Ⅱ－２－２－３ 適切な情報管理【信用購入あっせん業者対象項目】

Ⅱ－２－２－３－１ 情報の管理【信用購入あっせん業者対象項目】

Ⅱ－２－２－３－２ 特定信用情報の提供等【信用購入あっせん業者対象項目】

Ⅱ－２－２－４ その他【信用購入あっせん業者対象項目】

Ⅱ－２－２－４－１ 委託先の管理【信用購入あっせん業者対象項目】

Ⅱ－２－２－４－２ 債権管理、契約の解除の制限等【信用購入あっせん業者対象項目】

Ⅱ－２－２－４－３ 犯収法等に係る事項【包括信用購入あっせん業者対象項目】

Ⅱ－２－２－４－４ その他【信用購入あっせん業者対象項目】

Ⅱ－２－２－５ クレジットカード番号等の適切な管理等
Ⅱ－２－２－５－１ クレジットカード番号等の適切な管理【クレジットカード番号等取扱業者対象項目】

Ⅱ－２－２－５－２ 加盟店調査及び措置【クレジットカード番号等 取扱契約締結事業者対象項目】

Ⅱ－２－２－５－３ 委託先の管理【クレジットカード番号等取扱契 約締結事業者対象項目】

Ⅱ－２－２－５－４ クレジットカード番号等の管理【クレジットカ ード番号等取扱契約締結事業者対象項目】

   Ⅱ－２－２－５－５ 加盟店におけるクレジットカード番号等の適切 な管理等

業務の適切性 過剰与信防止義務等
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Ⅱ－３－２－１－２ 行政処分の基準 
経済産業省本省及び主管局担当課は、事情聴取、報告徴収及び検査等の監督手段を用い情報収集をし、当該情報を分析し、業務改善

等の必要性を検討した結果、法令違 反行為を確認し、業務の改善等を求める必要がある場合には、行政処分を講じることとし、その判
断に当たっては、「割賦販売法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等について」及び割賦販売法に基づく主管局長の処分に係る
審査基準等について（以下「審査基準」と総 称する。）に規定する以下（Ⅱ－３－２－１－３、Ⅱ－３－２－１－４及びⅡ－３－ ２－
１－５）の基準に従うものとする。その際、「重大性又は悪質性の有無等の観点」 とは、主に以下の（１）から（３）に掲げる事項の
ことを意味するものとする。 

（１）当該行為の重大性・悪質性 
① 購入者等被害の程度 ：広範囲にわたって多数の購入者等が被害を受けた又は受ける可能性があるか。また、個々

の事案における被害が深刻なものであるか。 
② 行為自体の悪質性： 例えば、特定取引に係る加盟店の悪質な勧誘行為について、契約者から多数の苦情が寄せら

れているにもかかわらず、苦情の原因究明等を行わない上、当該 加盟店から持ち込まれるク
レジット契約を引き続き締結するなどの行為が見られるか。

③ 故意性の有無： 当該行為が故意に行われたのか、過失によるものか。 
④ 組織性の有無： 当該行為が現場の個人の判断で行われたものか、あるいは担当管理職又は管理部門も関わってい

たのか。さらに、経営陣の関与があったのか。 
⑤ 隠蔽の有無： 問題を認識した後に隠蔽行為はなかったか。隠蔽がある場合には、それが組織的なものであったか。
⑥ 当該行為が行われた期間や反復性： 

当該行為が長期間にわたって行われたのか、短期間のものだったのか。反復・ 継続して行われたものか、一回
限りのものか。また、過去に同様の違反行為が行われたことがあるか。 

（２）当該行為の背景となった経営管理体制及び業務運営体制の適切性
① 代表取締役や取締役会の法令等遵守に関する認識や取組は十分か。 
② 内部監査部門の体制は十分か、また適切に機能しているか。 
③ コンプライアンス部門やリスク管理部門の体制は十分か。また適切に機能しているか。 
④ 職員の法令等遵守に関する認識は十分か。また、社内教育が十分なされているか。 

（３）軽減事由  上記（１）及び（２）の他に、行政による対応に先行して、自主的に当該行為を経済産業省本省又は主管局に申し出

ている、当該事業者自身が自主的に購入者等 の保護のために所要の対応に取り組んでいる、といった処分内容の軽減あるいは 猶予を考
慮すべき事由があるか。

行政処分の基準（重大性又は悪質性の有無等の観点について）



事業者名 処分理由

イオンプロダクト
ファイナンス株式
会社に対する改善
命令（令和４年４
月15日）

(1) 令和3 年3 月末に与信制度を変更したことにより、同社の事業部及び支店の従業者が与信業務に従
事することがなくなったにもかかわらず、個人信用情報が保存された2 つのシステムについて、一方
についてはアクセス権限を見直しＩＤの剥奪を行った令和3 年10 月18 日までの間、もう一方につい
てはマスキングによる非表示化を行った令和4 年2 月1 日までの間、事業部及び支店の従業者が個人信
用情報を含む情報を閲覧できる状況であった。また、同社が令和3 年9 月27 日に実施した社内の監査
報告会において個人信用情報へのアクセス権限の範囲について問題提起されるまで、当該権限の妥当
性について、定期的又は必要に応じた見直しを行っていなかった。（省令第89 条及び第90 条違反）
(2) 社内規則において、審査部が個人信用情報の照会ログのモニタリングを毎月１回実施し、検証結
果をコンプライアンス部、監査部等の関係部署に遅滞なく報告することを定めていたが、これを実施
していなかった。（省令第89 条及び第90 条違反）
(3) 省令第45 条第3 項第3 号に規定する「日常生活において必要とされるもの」については、その購入
者等の年収や当該商品等の性質、分量等を総合的に勘案した上で、社会通念に従って個別・具体的に
判断されるものと解されるところ、同社の社内規則は個別・具体的な判断を実施するものにはなって
おらず、実施する体制になっていなかった。（省令第101 条第1 項第1 号、第3 号違反）
(4) 審査部が否決・保留とした案件について、事業部又は支店が再度与信審査の実施を申請する再審
査申請制度に関し、再審査時の与信審査の審査項目、与信判断の基準、契約締結の条件等を具体的な
運用基準として定めて実施していなかった。また、これらの制度廃止後も、保留案件の再度の与信審
査は継続しているところ、これについても与信判断の基準等の具体的な運用基準を定めていることが
確認できない。（省令第101 条第1 項第4号違反）
(5) 上記（1）～（4）の法令違反、体制整備の不備が長期に亘り継続していたことから、実効性ある
内部管理部門によるモニタリング及び内部監査部署による監査が行われ、それらを踏まえた改善策の
策定及び実施が行われていたとは認められない。（省令第101 条第1 項第4 号違反）

 １．事業者における業務の適切な運営・法令遵守のための体制の整備

• 個別信用購入あっせん業者１社に対して、信用情報の安全管理のための措置の適確な実施や、適
確な与信審査の実施を確保するための体制見直し等を内容とした業務改善命令を発出。
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２．クレジット取引の適正化に向けた対応（苦情対応・連携）

クレジットカード取引のよる消費者トラブルの発生防止や消費者対応の実施のためには、個社ごとの
対応だけでなく、関係プレーヤーの連携が必要、
➢ 包括信用購入あっせん業者の苦情受付・対応
➢ クレジットカード番号等取扱契約締結事業者による加盟店調査
➢ 包括信用購入あっせん業者とクレジットカード番号等取扱契約締結事業者による苦情連携
の体制整備、適確な実施が求められる。

苦情の連携と顧客対応

※カード利用者の苦情対応、加盟店の健全性の維持のためには、関係事業者の連携の的確な実施が必要

包括信用購入
あっせん業者

クレジットカード番号等
取扱契約締結事業者

加盟店
会員

苦情の申出

調査/措置(指導・
解除

通知

フィード
バック顧客対応・

情報提供



２．クレジット取引の適正化に向けた対応（加盟店調査・措置）

• クレジットカード加盟店の不適正な勧誘、取引に対する加盟店調査、指導・契約解除が適切に実施されず、継続
的に消費者トラブルが発生していた事案が立入検査で複数確認されている。

• 令和2年以降、クレジットカード番号等取扱契約締結事業者に対して、業務改善命令や登録取消を発動。

事業者名 処分理由

株式会社Ｓ．Ｐ．
Ａに対する登録
取消（令和３年
６月30日）

※改善命令（令和
２年12月18日）

以下のとおり、改善命令事項を適確に実施しておらず、改善命令に違反。
(1)加盟店調査（法第35 条の17 の8 第3 項に基づく省令第133 条の8 第2 号違反）
加盟店による購入者等の利益の保護に欠ける行為に係る苦情について、当該行為の内容や、当該行為

を防止するために必要な体制、当該加盟店の苦情を適切かつ迅速に処理するために必要な体制の整備に
関する事項の調査を行うこととの命令に対して、当該調査を適確に実施していなかった。
加盟店調査を行っていなかった理由の検証・分析、十分な再発防止策を講ずることとの命令に対して、

講じていなかった。
(2)加盟店への措置（法第35 条の17 の8 第4 項に基づく省令第133 条の9 第1 号違反）
加盟店調査の結果、省令第132条第5号の基準に適合しない加盟店に対して、加盟店への指導及びクレ

ジット番号等取扱契約の解除を行うこととの命令に対して、「詐欺的商法」、「不実告知」、「断定的
判断の提供」等に関する苦情が発生していたことを認知していいたにもかかわらず、加盟店への指導及
びクレジット番号等取扱契約の解除を適切に実施していなかった。
加盟店指導等を行っていなかった理由の検証・分析、十分な再発防止策を講ずることとの命令に対し

て、講じていなかった。

株式会社デジカ
ジャパンに対す
る登録取消（令
和５年３月30
日）

※改善命令（令和
４年３月30日）

以下のとおり、改善命令事項を適確に実施しておらず、改善命令に違反。
(1)苦情の類型化の基準に則して、クレジットカード番号等取扱契約締結事業者登録以降、利用者等から
申出を受けた苦情について、苦情の類型化を速やかに行うこととの命令に対して、適確に実施していな
かった。
(2)加盟店による購入者等の利益の保護に欠ける行為に係る苦情について、当該行為の内容や、当該行為
を防止するために必要な体制、当該加盟店の苦情を適切かつ迅速に処理するために必要な体制の整備に
関する事項の調査を行うこととの命令に対して、当該調査を適確に実施していなかった。
(3)クレジットカード番号等取扱契約締結事業者登録以降申出を受けた苦情のうち、加盟店が行ったクレ
ジットカード番号等の適切な管理等に支障を及ぼす行為に関する情報を、日本クレジット協会が運営す
る加盟店情報交換制度に速やかに報告することとの命令に対して、適切に実施していなかった。
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２．クレジット取引の適正化に向けた対応（加盟店調査・措置）

事業者名 処分理由

オーバーシーズ
株式会社に対す
る改善命令（令
和５年９月５
日）

（１）加盟店調査義務違反
・同社の役職員が加盟店契約の締結に先立って実施する調査義務を認知しておらず、当該調査
を実施していなかった。(法第 35 条の 17 の 8 第 1 項に規定する調査義務違反)

・同社の役職員は加盟店契約を締結している加盟店に対する定期的な調査義務を認知しておら
ず、当該調査を実施していなかった。(法第 35 条の 17 の 8 第 3 項に規定する定期的な調査義
務違反)

・同社の役職員は加盟店契約を締結している加盟店に対する苦情を受け付けた際に実施する調
査義務を認識しておらず、苦情を申し立てた消費者に対して返金を行うのみで、当該調査を
実施していなかった。(法第 35 条の 17 の 8 第 3 項に基づく調査義務違反)

（２）クレジットカード番号等取扱契約の締結に係る業務等の適確な実施を確保するための体制
の不備(法第 35 条の 17 の 5 第 1 項第 8 号該当。省令第 133 条の 3 違反）
・同社は社内規程「加盟店契約に係る調査に関する規程」及び同細則に、苦情が発生した加
盟店に対する指導、契約解除等の措置の規定があるにもかかわらず、別の実施要件を設定し、
運用を行っていたことから、クレジットカード番号等取扱契約の締結に係る業務の適確な実
施を確保するため十分な社内規則等を定めていなかった。

・同社において、内部管理部門は、加盟店契約に係る調査その他基本規程に定める業務を行
う部署に対して、2ヶ月に 1 回のモニタリング及び年3回の検査を行動計画に定める時期に実
施し、その結果を経営陣に報告することと定めていたが、これを実施していなかった。その
後モニタリングを実施したが、モニタリングを行うべき部署が実施していなかった。

・教育研修計画が作成されていない期間もあり、また、役員は社内規則に定められた研修を
受講していなかった。

・初期調査、定期調査及び随時調査の調査事項、調査時期等を社内規則に定めていたにもか
かわらず、当該規定に従った初期調査を行っていなかった。また、関係部署への苦情の連
携及び代表者に対する重要案件の報告を行っていなかった。

・社内規則で定められた認定個人情報保護団体が行う教育・研修を社員に受講させていな
かった。
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３．クレジットカード番号の適切な管理：不正利用被害の急増

⚫ クレジットカード決済が拡大する一方、不正利用対策が常に課題。偽造カード等への対応は措置。

⚫ 昨今、不正アクセスやフィッシング等のサイバー攻撃により窃取されたクレジットカード番号の不正
利用により、2022年のクレジットカードの不正利用被害額も過去最大。オンライン決済のセキュ
リティ対策（番号漏えい防止対策、不正利用防止対策）が課題。
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国内発行クレジットカードにおける年間不正利用被害額推移 2022年の不正利用被害総額

437億円

偽造クレジットカード被害の増加

イシュアーからの
カード番号の流出
（持ち出し等）

EC加盟店への
不正アクセスによる
カード番号の漏えい

カードのIC化対応の
国際的な潮流

2016年割賦販売法改正
①加盟店・アクワイアラーにカード番号の適切管理義務
②加盟店に不正利用防止義務（IC対応）

刑法改正
－偽造カード不正作出の禁止

2008年割賦販売法改正
①イシュアーにカード番号の適切管理義務
ークレカ番号の不正取得の罰則

2020年割賦販売法改正
①PSPにカード番号の適切管理義務

PSPでのカード番号
漏えい

番号盗用（漏えい）の主な原因

• EC加盟店等事業者に対する不正アクセス
• 消費者に対するフィッシング
• クレジットマスター攻撃



３．クレジットカード番号の適切な管理：サイバーセキュリティのリスク
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クレジットカード会社
(イシュアー/カード発行会社)

クレジットカード会社等
(アクワイアラー/加盟店管理会社)

消費者
（クレジットカード利用者）

PSP
（決済代行・ECモール等）

国際ブランド

⚫ オンライン決済では、セキュリティ対策が不十分なEC加盟店やPSPがサイバー攻撃で狙われている
ほか、フィッシング技術の巧妙化で消費者もフィッシングメールを見分けることが困難となってきている。

など

④大量のクレカ番号を保有するデータ
ベースからのクレカ番号の漏えい

①ECサイトの改ざん（不正ファイルの設置・
偽の決済サイトへの誘導）によるクレカ番号の漏えい

③消費者自身が偽サイトにクレカ番号やID・パスワード等
を入力するフィッシングによるクレカ番号の漏えい

不正利用の流れ

正常な取引における
クレカ番号の流れ ⑤クレジットカード番号の不正利用

（商品等の購入）

EC加盟店
（クレジットカード取扱店）

悪意ある攻撃者

カード情報

②クレジットマスター攻撃（EC加盟店でのクレカ決済処理
の悪用による番号の割り出し）による漏えい

フィッシングメール

他のEC加盟店

闇サイト

売却
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（参考）クレカ番号の漏えい事案
①EC加盟店への不正アクセスによるECサイトの改ざん
（不正ファイルの設置・偽の決済サイトへの誘導）

②クレジットマスター攻撃
（EC加盟店でのクレカ決済処理の悪用による番号の割り出し）

③フィッシング
（消費者自身が偽サイトにクレカ番号やID・パスワード等を入力）

④PSPのデータベースへの不正アクセス

◼ MACHATT ONLINE STORE（アパレルECサイト）への不正アクセス
によるECサイトの改ざん事案（2021～2022年）

山田 太郎

https://shop.example.com/...

注文ページ

43509u(%&’’G(Y’Y)M(MMPOMIPOMIMO
IOMIP()’(&)’(&’%&#$$%#注文

攻撃者

ⅱクレカ番号を入力し
商品を注文

アパレルECサイトの脆弱性を悪用した不正アクセスにより、クレカ番号を入力す
るECサイトの決済画面が改ざんされ、注文ボタンを押すと利用者がECサイトに
入力したクレカ番号が漏えい。 ※漏えい件数：16,093件

ⅰ不正アクセス
（脆弱性を利用してECサイト
を改ざん、クレカ番号窃取用
の不正ファイルを設置）

ⅲ不正ファイルによりクレカ番号
が攻撃者に送信

クレカ納付を受け付けているＮＨＫ厚生文化事業団の寄付サイトに、機械的
に自動生成されたクレカ番号を自動入力するプログラムを用いて、クレカ番号を
３万回以上入力し、有効なクレカ番号を割り出し。

◼ NHK寄付サイトへのクレジットマスター攻撃事案（2021年）

4111-1111-1111-XXX1  ×

4111-1111-1111-XXX2  ×

4111-1111-1111-XXX3 有効
・

・

・

NHK寄付サイト
ⅰ生成したクレカ番号の入力

攻撃者
ⅱ割り出した有効なクレカ番号

※攻撃者は偽計業務妨害罪で
逮捕・起訴。

攻撃者がイシュアーを騙った電子メール等を消費者に送信して
偽サイトに誘導し、消費者に偽サイト上でクレカ番号等を入力させ、漏えい。
（参考）フィッシング報告件数（2022年）：約75万件（2019年比約13倍）

偽サイト

◼ メタップスペイメント（決済代行業者）への不正アクセス事案
（2021～2022年）

大量のクレジットカード情報を保有する決済代行業者のデータベース※が外部から
不正アクセスされ、クレカ番号が漏えい。※保有件数：約240万件

クレジットカード会社等
(アクワイアラー/加盟店管理会社)

EC加盟店

決済代行業者

大量のカード情報等を保有する
決済データベース

攻撃者

ⅲ割り出した有効なクレカ番号を
闇サイト等で売却・他のECサイト
で不正利用

ⅰ不正アクセス
（管理者アカウントを窃取
し、管理者権限を取得）

ⅱクレカ番号を窃取

ⅲ窃取したクレカ番号を
闇サイト等で売却・
他のECサイトで不正利用

ⅳ窃取したクレカ番号を闇サイト等で売却・
他のECサイトで不正利用

◼ オリエントコーポレーション（イシュアー）を装ったフィッシング事案（2022年）

EC加盟店EC加盟店

攻撃者
ⅱ

ⅰ偽サイトを構築し、
消費者になりすましメールを送信

ⅲクレカ番号を詐取ⅱ騙されて
クレカ番号を入力

クレカ番号を
機械的に生成



事業者名 処分理由

株式会社
メタップ
スペイメ
ントに対
する改善
命令（令
和４年６
月30日）

①コンビニ決済に係る契約を締結していた加盟店にサービスを提供するために開発、運用していたアプリケーションをクレ
ジットカード決済内に移設した事実をPCIDSS監査機関に伝えず当該アプリケーションが非対象とされたままPCIDSS監査を受け
ていたことや、PCIDSSで求められているWEBアプリケーションの脆弱性診断で「High」「Medium」レベルの脆弱性が複数検
出されていたにもかかわらず、当該脆弱性診断の報告書ではこれらの脆弱性をなかったものに改ざんし、平成30年から同社
が法第35条の16第1項第4号及び第7号に規定する事業者に該当することとなった令和3年のPCIDSS監査に際し、改ざんした報告
書を監査機関に提示又は提出していたことなどから、クレジットカード決済システムが適確にPCIDSSを準拠するための措置を
講じていなかった。なお、今般のクレジットカード番号等の漏えい事故は、当該加盟店向けアプリの脆弱性を原因としたSQL
インジェクション攻撃及びバックドア設置が一因となっている。
加えて、クレジットカード決済システムにおける不正アクセスの検知や防御対策の不備があったほか、データベースが適

切に分離されていない、自社のシステムのアプリケーションやネットワークの脆弱性診断を適切に実施せず、また検出され
た脆弱性に適切に対応しないなど基本的なセキュリティ対策が実施されておらず、クレジットカード番号等が十分に保護さ
れるよう適切に管理されていなかった。
（法第35条の16第1項違反 ※省令第132条第第1号及び第4号に定める基準に従ったクレジットカード番号等の適切な管理の
ために必要な措置を講じていたとは認められない。）
②クレジットカード決済システムのうち、少なくとも「会費ペイ」に係るシステムについては、令和4年5月までPCIDSSに準拠
しておらず、「イベントペイ」に係るシステムについては、PCIDSSに準拠していない。
（法第35条の16第1項違反 ※省令第132条第1号に定める基準に従ったクレジットカード番号等の適切な管理のために必要な
措置を講じていたとは認められない。）
③同社の自社システムにおいては、システム担当部署で、クレジットカード決済システムの運用に関する状況について関係
役職員に的確な情報共有がされず、システム運用に係る業務の遂行状況の記録がされていない状況、及び同社のクレジット
カード決済システムの運用監視において、発生したアラートの全件を確認しない状況が継続していた。また、令和3年10月に
加盟店向けアプリの管理画面にSQLインジェクション攻撃があったことを認知したが、速やかにフォレンジック調査等の原因
究明を実施しなかった。
（法第35条の16第1項違反 ※省令第132条第1号及び第2号に定める基準に従ったクレジットカード番号等の適切な管理のた
めに必要な措置を講じていたとは認められない。）

３．クレジットカード番号の適切な管理（クレジットカード番号等取扱業者に対する監督）

• 決済サービスやその提供主体の多様化により、クレジットカード番号の情報漏えいリスクに対する懸念が高まっており、割賦販売法の
令和２年改正により、クレジットカード番号等の適切管理の義務主体を決済代行業者等へ拡充。

• 決済代行業者（法第35条の16第１項第４号及び第７号に該当）が不正アクセスを受け、データベースからクレジットカード番号
が漏えいがした事案が発生。クレジットカード番号等の適切な管理のための措置が適切に実施されていなかったことが確認されたこと
から、改善命令を発出。
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Ⅱ 最近の政策課題とその対応
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成年年齢引下げへの対応（クレジット事業者への監督強化）
⚫ 令和４年３月、経済産業省から日本クレジット協会を通じて、クレジット事業者に「成年年齢引下げ後に成

年に達した若年者に対する適切な情報提供等の対応及び過剰与信防止義務の遵守の徹底等について
（協力依頼）」を発出。
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➢ 手数料や使いすぎ等想定される不利益に関する適切な注意
喚起を行う。
※特にリボ払いは仕組みや注意点について丁寧な情報提
供が必要。

➢ 宣伝・広告等はクレジットの利便性や特典を殊更強調せず、
不利益や注意点も示す。
※若年者への配慮に欠けた広告宣伝・勧誘活動、若年者
に限定したリボ払いの広告宣伝・勧誘活動は控える。

【要請のポイント】

②過剰与信防止義務等の遵守、自主的取組の継続

➢ 若年者がトラブルに巻き込まれやすい連鎖販売等の販売行
為におけるトラブル発生状況を把握・確認するとともに、
苦情・相談に丁寧に対応。

➢ 当面の間、若年者とクレジット契約を締結する際には、以下
の点に留意。

• 若年者への過剰与信防止のための自主的取組を継続
• 高額な商品・役務や若年者の利用が多い役務に係るク

レジット契約締結時に丁寧な与信審査を実施
• １８歳、１９歳の若年者の延滞率（若年者延滞率）を

把握し、これが上昇しないよう与信審査・与信管理を
徹底

➢ 令和５年度から当面の間、「若年者延滞率」の報告を求める。

➢ 業界団体・事業者双方で消費者教育・広報を引き続き実施。

【監督・検査の強化】
➢ 令和４年度以降の立入検査・監督では、以下の点を重点的に確認。

若年者への適切な情報提供・説明の実施 過剰与信防止義務等の遵守、自主的取組の継続

若年者のトラブル防止に向けた取組 消費者教育・広報の実施

包括信用購入あっせん業者 個別信用購入あっせん業者 クレジットカード番号等取扱契約締結事業者

✓ 若年者に対する与信審査・与信管理
✓ 若年者への苦情対応の状況

✓ 若年者に対する与信審査・与信管理
✓ 若年者への苦情対応の状況
✓ 加盟店調査・加盟店指導等の措置の実施状況

✓ 加盟店調査・加盟店指導等の措置の実施状況

➢ 法令に基づく適切な業務遂行がなされていないことが判明した場合、必要な措置を講じる予定。



【参考】政府全体としての成年年齢引下げへの対応

⚫ 令和４年４月の民法改正の施行を直前に控え、政府一丸となって、若年者の消費者被害等を
防止すべく、①教育、②広報・啓発、③関係業界への働き掛けを強化するため、「成年年齢引下
げに関する関係閣僚会合」が開催（令和４年１月７日）。
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マネロン対策（FATFへの対応）

18

⚫ マネロン・テロ資金供与等のリスクへの対策として、FATFによる第４次対日相互審査が
実施され、日本は重点フォローアップ国に位置づけ（令和３年８月）。政府として、「マ
ネロン・テロ資金供与・拡散金融対策に関する行動計画」を策定。

詳細は、財務省HPを参照（https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/councils/aml_cft_policy/20210830_2.pdf）。

⚫ 令和４年秋までに、①マネロン・テロ資金供与対策に関する監督ガイドラインの更新・
策定、②リスクベースでの検査・監督の強化が求められた。

⚫ 「犯罪収益移転防止法に基づく措置」、「マネロン・テロ資金供与ガイドライン」に定めら
れた措置の実施体制は包括信用購入あっせん業者の登録要件であり、体制不備が認
められる場合には、改善命令の対象となり得る。

行動計画に基づく取組状況（クレジットカード）

〇ガイドラインの更新／業界への要請

• 「クレジットカード業におけるマネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン」を改正、

公表（令和３年11月）。

• 同ガイドラインで対応を求めている事項について、令和６年３月末までに対応を完了させ、体制整備を要請。

〇リスクベースでの検査・監督

• 令和５年度の「検査基本方針及び検査基本計画」において、割賦販売法に基づく立入検査における重点検証
分野として、「FATF：マネロン対策」に関する取り組み状況に対する検査を令和4年度に続き明記。

https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/councils/aml_cft_policy/20210830_2.pdf


【参考】金融活動作業部会（FATF）について

⚫ FATFは、 1989年のG7アルシュ・サミット経済宣言を受け、マネロン対策の国際基準
（Financial Action TaskForce＝FATF勧告）を策定し、その履行状況について相
互審査を行う多国間の枠組みとして設立。

⚫ マネロン・テロ資金供与に関する国際的なリスクの高まりや、国際金融システムの健全性
に対する新たな脅威を踏まえ、勧告は改訂・拡大されてきた。

⚫ 勧告に基づく金融機関等への全ての要請は、法律又は「強制力のある手段」によって国
内制度に取り入れるべき、とされている。

⚫ 前提となる法整備等が不十分で「監視対象国」とされた場合、国名公表等の措置に
よって、他国金融当局による監視強化、海外金融機関との取引拒絶・契約解除、顧
客の海外送金不能・遅延等により、当該国金融機関の活動に支障を生じるおそれ。

FATF勧告は、G7を含む世界190以上の国・地域に適用。 19
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【参考】クレジットカード業におけるマネー・ローンダリング及び
テロ資金供与対策に関するガイドラインの概要

基
本
的
な
考
え
方

R
B
A

管
理
体
制

監
督

• マネロン・テロ資金供与対策に係る基本的な考え方
⇒ 時々変化する国際情勢等の変化に対して、機動的かつ実効的な対応を実施するためには、自らのリスクを適時・適切に
特定・評価し、リスクに見合った低減措置を講じる「リスクベース・アプローチ」の手法を用いることが不可欠
• クレジットカード事業者に求められる取組み
⇒ 経営陣の関与・理解の下、組織全体として実効的な管理体制の構築は重要であり、また、管理のためのガバナンス確立
等について主導性を発揮するなど、マネロン・テロ資金供与対策に関与することが不可欠
• 業界団体等の役割 ⇒ 参考情報や対応事例の共有、体制構築に関する支援等
• 本ガイドラインの位置付け ⇒ 「対応が求められる事項」に係る措置が不十分である場合等には、必要に応じ、法令
に基づく行政対応

• マネロン・テロ資金供与対策に係るPDCA ⇒マネロン・テロ資金供与対策の方針・手続・計画等の策定、検証、見直
し

• 経営陣の関与・理解 ⇒マネロン・テロ資金供与対策を経営戦略等における重要な課題に位置付け、適切な資源配分
• 経営管理

• グループベースの管理体制
• 職員の確保・育成等 ⇒ 専門性・適合性等を有する職員の採用、研修による職員の理解の促進

• 経済産業省によるモニタリング
• 官民連携・関係当局との連携等による情報発信やクレジットカード事業者との対話

• リスクの特定
クレジットカード事業者の規
模・特性等を踏まえ、包括的か
つ具体的に検証・特定を実施

• リスクの評価
クレジットカード事業者の事業
環境・経営戦略等を踏まえ、全
社的に特定したリスクの評価を
実施

• リスクの低減
クレジットカード事業者が直面するリスクに応じ、
実効的に低減措置を実施
例：顧客管理、取引モニタリング・フィルタリング、
疑わしい取引の届出、ITシステムの活用 等

第１線
事業部門が方針や手続等を理解し
て低減措置を実施

第２線
管理部門が第１線を継続的にモニ
タリング、支援

第３線
マネロン・テロ資金供与対策にか
かる必要な監査を実施

• リスク評価結果の文書化
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Ⅲ管理体制とその有効性の検証・見直し
Ⅲ－３ 経営管理

クレジットカード事業者においては、その業務の内容や規模等に応じ、有効なマネロン・テ
ロ資金供与リスク管理体制を構築する必要があり、事業・管理・監査の各部門等が担う役割・
責任を、経営陣の責任の下で明確にして、組織的に対応を進めることが重要である。
こうした各部門等の役割・責任の明確化の観点からは、一つの方法として、各部門の担う役

割等を、事業部門、コンプライアンス部門等の管理部門及び内部監査部門の機能として「三つ
の防衛線（three lines of defense）」の概念の下で整理することが考えられる。
以下では、クレジットカード事業者に求められるマネロン・テロ資金供与リスク管理体制の

機能を、三つの防衛線の概念の下で整理した上で「対応が求められる事項」を記載しているが、
各クレジットカード事業者において、業務の特性等を踏まえ、項目によっては異なる整理の下
で管理体制等（外部へのアウトソーシングを含む。）を構築することも考えられる。その場合
であっても、それぞれの管理体制の下で、「対応が求められる事項」が目標としている効果と
同等の効果を確保することが求められる。

（参考）クレジットカード業におけるマネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関す
るガイドライン（抄）

営業部門 (第1の防衛線)
顧客と直接対面するため、リスクを最初に防止する役割を担う。全職員が社の方針等を理解して対応する必要。

管理部門 (第2の防衛線)
営業部門の自律的なリスク管理に対して、独立した立場から牽制するとともに支援。システムや人事などの部門も
含む。

内部監査部門 (第3の防衛線)
営業や管理など関係部門から独立した立場から、全社的な対策の有効性や高度化の必要性を検証。
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⚫ これらの状況に鑑み、産業構造審議会割賦販売小委員会の下、技術的観点も含めて議論する
ためのセキュリティ対策強化検討会（座長：中川 丈久  神戸大学教授）を開催。

⚫ クレジットカード決済システムのセキュリティ対策強化に向けた具体的な取組について、令和４年８
月より議論。令和５年１月20日に報告書案をとりまとめ。

⚫ 同年２月２日、産業構造審議会割賦販売小委員会に報告。

クレジットカード決済システムのセキュリティ対策強化検討会

割賦販売小委員会

セキュリティ対策強化検討会

第30回割販小委
令和４年６月２日

第31回割販小委
令和５年２月２日

第1回～第６回
令和４年８月～令和５年１月

報告

①セキュリティガイドライン※
令和５年3月末改訂（毎年度見直し）

※割賦販売法でのセキュリティ規定（漏えい・不正利用対策）における実務上の指針

②制度的措置の必要性の検討国

クレジット取引
セキュリティ対策協議会



令和５年3月の改訂のポイント

２.クレジットカード番号の不正利用対策
  2025年3月末までに、原則、全てのEC加盟店は、EMV3DSを導入する。
 イシュアーは、本人認証方法として、「動的（ワンタイム）パスワード」等への移行環境を整え、2025
年３月末までに、カード会員が「静的（固定）パスワード」以外の認証方法へ移行できるよう取り組
む。安定稼働のため、リスクベース認証の精度向上にも取り組む。

 アクアイアラー及びPSPは、2025年３月末までに、EC加盟店がEMV3DSを導入できるようサポート
し、「不正顕在化加盟店」に対しては早急にEMV3Dセキュアの導入を働きかける。

３. クレジットの安全・安心な利用に関する周知・啓発
 イシュアーは、EMV3DSの本人認証に使用する際のパスワード登録及び静的パスワード以外の認証
方法への移行促進についてカード会員への周知啓発を行う。行政も政府広報等で、消費者に対し、
情報発信に取り組む。

 イシュアーは、カード会員のフィッシングによる不正利用被害の防止のために「フィッシングの手口や不審
と思われるサイトにはカード情報等の入力は行わない」等の注意事項等の周知、啓発活動に取組む。

1. クレジット番号の安全管理（漏えい防止）
 EC加盟店は、新規の加盟店契約の申込前に自らセキュリティ対策を実施し、契約申込みの際にアク
ワイアラー又はPSPにセキュリティ対策の実施状況を記載した申告書を提出する。（試行）

 アクアイアラー又はPSPは、申告内容をもとにセキュリティ対策の実施状況を確認。（試行）
※「クレジットカード決済システムのセキュリティ対策強化検討会報告書」において、EC加盟店（既存EC加盟店含む）は、 ECサイト
自体の脆弱性対策（システム上の設定の不備への対策（PW管理等）、脆弱性診断・対策、ウイルス対策等））の基本的なセ
キュリティ対策を必須とすることを、2024年度末までに本ガイドラインに追記することが求められている。
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体 制

セキュリティ
事業者

カード会社
ＰＳＰ

（FinTech）

情報処理
センター

加盟店・
関係業界団体

機器メーカー 国際ブランド

行政

クレジット取引
セキュリティ対策協議会

全体的なサポート

（事務局：日本クレジット協会）

消費者団体

◼ 本協議会は、我が国のクレジットカード取引において、「国際水準のセキュリティ環境」を整備することを目的と

して、クレジット取引に関わる幅広い事業者及び行政等が参画して設立された。（2015年3月）

◼ 本協議会では、「実行計画」 （2016年2月～2019年3月）を策定し、セキュリティ対策の推進を図ってきた。

◼ 実行計画の対応期限経過後の2020年4月からも、関係事業者が実施するセキュリティ対策として「クレジット

カード・セキュリティガイドライン」を策定（1.0版は2020年3月）し、引き続き安全・安心なクレジットカード利用環
境の整備に取組む。

24

（参考）クレジット取引セキュリティ対策協議会
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【委員】

（カード会社） イオンクレジットサービス、オリエントコーポレーション、クレディセゾン、
ジェーシービー、ジャックス、トヨタファイナンス、三井住友カード、

 三菱UFJニコス、ユーシーカード、楽天カード

（加盟店）     ジャパネットホールディングス、 JTB、Ｊ.フロントリテイリング、三越伊勢丹ホールディングス、
 ヤフー、ユニー、ヨドバシカメラ、楽天グループ

（決済代行業者(PSP)) EC決済協議会

（機器メーカー） NECプラットフォームズ、オムロンソーシアルソリューションズ
（情報処理センター） NTTデータ

（セキュリティ事業者） トレンドマイクロ、Secure・Pro

（消費者団体）  全国消費者団体連絡会
（学識経験者）    笠井修・中央大学法科大学院教授（本会議議長）、 

 田中良明・早稲田大学名誉教授

 【オブサーバー】
 （国際ブランド)  アメリカン・エキスプレス・インターナショナル、ビザ・ワールドワイド・ジャパン、

 マスターカード・ジャパン、三井住友トラストクラブ[Diners Club] 、

 UnionPay International Co.,Ltd[銀聯国際]
 （団体事務局） 日本チェーンストア協会、日本通信販売協会、日本百貨店協会

 （官庁）          経済産業省

2023年3月14日時点

（参考）協議会 本会議メンバー



経済安全保障への対応

⚫ 経済活動に関して行われる国家及び国民の安全を害する行為を未然に防止する重要性が増大
していることに鑑み、経済安全保障推進法が成立（令和４年５月11日）。

⚫ クレジットカード業は基幹インフラとして、指定された事業者は、サービスの安定的な提供の確保の
ため、重要設備の導入・維持管理等の委託をする際は、国の事前審査が必要となる。
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個人情報保護法への対応

⚫ 自身の個人情報に対する意識の高まり、技術革新を踏まえた保護と利活用のバランス、越境デー
タの流通増大に伴う新たなリスクへの対応等の観点から、個人情報保護法が改正（令和４年４
月１日施行）。

⚫ 確認不足等のヒューマンエラーにより、大規模な漏洩へと発展する事案も確認されている。

27

以下の個人の権利利益を害するおそれが大きい漏えい等が発生した場合、個人情報保護委員会への報告及び本人への通
知を行わなければならない。
①要配慮個人情報が含まれる個人データの漏えい等
②財産的被害が発生するおそれがある個人データの漏えい等 ⇒クレジットカード番号の漏えい等が該当
③不正の目的をもって行われた漏えい等(不正アクセスなど）、④1,000人を超える個人データの漏えい等
⇒漏えい等発生時の報告対象、報告フロー等の社内ルールの改正、体制整備が必要。特にクレジットカード番号の漏
えいに関しては、件数にかかわらず報告・通知の対象となることに留意が必要。

漏えい等の報告・本人に対する通知の義務化

利用停止・消去等の個人の請求権について、法律に違反して取り扱われた場合に加え、「利用する必要がなくなった場
合」「重大な漏えい等が発生した場合」「個人の権利又は正当な利益が害されるおそれがある場合」にも拡充。
⇒個人情報の利用目的、利用期間、利用停止の申し立てがあった場合の対応の明確化が必要。

利用停止権の拡充

外国にある第三者への個人データの提供に関し、本人への移転先事業者の個人情報の取扱いに関する情報提供、移転先
事業者への安全管理措置の実施等、措置が拡充された。
⇒自社の海外移転の実施の確認、同意取得や海外委託先の安全管理措置の監督の見直し、ルール策定、体制整備が必要。

越境移転に係る情報提供の充実



○DMはがきの表面宛先部に誤ってクレジットカード番号を印字した状態で送付してしまった事案。

○ 会員情報記載のリストを添付した社内向けメールを、誤って部外者（外部委託業者の担当者）も

宛先にいれ送信した事案

○ カード会員向けにキャンペーンのＤＭはがきを送付しようとして、顧客データの名前と住所をずらして

印刷し発送してしまった事案

個人情報漏えい等事案

28

当省に報告された最近のカード会社による漏洩事案



Ⅲ 令和５年度検査基本方針・検査基本計画
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「令和５年度検査基本方針・検査基本計画」 検査基本方針 概要➀

＜検査の目的＞

割賦販売法及び犯罪収益移転防止法の目的を達成するため、信用購入あっせん業者等における業務
の運営、法令等遵守体制の状況等について検証。

＜検査実施方針＞

１．検査対象先の選定（業務特性、消費者苦情の発生状況等から総合的に優先度を判断）

２．検査の種類（定期検査、機動検査）、検査の方式（事務所等に立ち入り、帳簿等を検査）

３．現物検査（必要に応じて事務室等に検査官が直接赴き、原資料等を適宜抽出・収集・閲覧）

４．検査通告
①定期検査 → 原則として検査開始前に通告
②機動検査 → 原則として無通告で検査を実施

５．講評の実施（検査終了後、「立入検査事実確認書」の指摘事項等を口頭で伝達）

６．立入検査結果通知書の交付（正式な検査の結果である「立入検査結果通知書」を交付）

７．意見申出制度
検査における検査対象先と検査官との意見相違事項について、検査対象先の代表者が経済産  

業省に意見を提出できるものとする。

８．検査モニター制度
①オンサイト検査モニター：検査実施時に直接意見を聴取

 ②オフサイト検査モニター：書面による意見書の提出を要請 30



＜重点検査分野＞

①基本的体制整備(包括・個別・締結)：法令遵守等を適切に行うための体制整備等

②過剰与信防止（包括・個別）：支払可能見込額の算定を適切に実施するための体制整備等

③特定取引に係るクレジット契約時調査（個別）：販売事業者等の勧誘行為に関する調査を行うための体制整備等

④苦情処理（包括・個別）：
－苦情の判別・調査、再発防止策の策定等を適切に行うための体制整備等
－加盟店情報交換制度（JDM）への登録等を適切に実施するための体制整備等

⑤情報の管理（包括・クレジット番号取扱業者・個別・締結）： 購入者等に関する情報の適正な取扱いのための必要な措置

⑥委託先の管理（包括・個別・クレジット番号取扱業者・締結）：委託先に対する監督を行うための体制整備等

⑦クレジットカード番号等の適切な管理等（包括・クレジット番号取扱業者・締結事業者）：

－クレジットカード番号等の適切な管理及びクレジットカード番号等の取扱いを委託している委託先に対する必要な指導、監督を
 実施するための体制整備等
－クレジットカード番号等の漏えい等の事故が発生した場合の関係機関への連携、購入者等への通知、不正利用防止策等を実施する
ための体制整備及び実効性確保

⑧加盟店調査及び措置（締結事業者）：

 －クレジットカード等購入あっせんに係る加盟店調査及び措置を講ずるための体制整備等

   －加盟店調査及び加盟店契約業務の委託に係る体制整備等

⑨成年年齢引下げを踏まえた若年者に対する過剰与信防止義務及び加盟店調査措置義務等の遵守状況（包括・個

別・締結事業者）：

若年社に対する過剰与信防止義務等の遵守をはじめとした与信審査・管理、若年者の苦情への対応、加盟店に対する措置等の実
施状況

⑩反社会的勢力による被害の防止（包括・個別・締結事業者）：反社会的勢力との関係遮断に向けた体制整備等

⑪犯収法等係る事項（包括）：取引時確認措置及びマネロンガイドラインに基づいた体制整備等

「令和５年度検査基本方針・検査基本計画」 検査基本方針 概要②
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【検査基本計画の基本的考え方】

信用購入あっせん業者等の業務の特性及び消費者苦情の発生状況等を勘案して策定するととも
に、各種の情報を分析し、監督部署との連携の下で検査実施の優先度を判断する。なお、個別業
者に関する要因等により、例外的な対応を行うことがあり得る。

【検査基本計画】

・ 登録包括信用購入あっせん業者：               ２５社程度実施
（認定包括信用購入あっせん業者）    （認定の状況に応じて実施）

・ 登録少額包括信用購入あっせん業者：  登録の状況に応じて実施
・ 登録個別信用購入あっせん業者：              ２５社程度実施
・ クレジットカード番号等取扱契約締結事業者： 40社程度実施
・ 認定割賦販売協会等： 必要に応じて実施

（注）上記検査基本計画は、事情変更等により、年度途中であっても見直し、変更することがある。

「令和５年度検査基本方針・検査基本計画」 検査基本計画概要
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Ⅳ 立入検査実績（後払分野）

33



令和４年度立入検査の実績

令和４年度において、包括信用購入あっせん業者（マネロン検査を含む）３１業者、個別

信用購入あっせん業者１５業者、クレジットカード番号等取扱契約締結事業者２４業者及び
クレジットカード番号等取扱業者３業者に対し、割賦販売法等に基づく立入検査を実施。

当該立入検査の結果、法令違反等があったとして検査結果通知書により指摘した業者
数の内訳は、下表のとおり。

業者数

包括信用購入あっせん業者 ３１

うち、指摘事項のあった業者数 ２５

うち、指摘事項のない業者数 ６

個別信用購入あっせん業者 １５

うち、指摘事項のあった業者数 １１

うち、指摘事項のない業者数 ４

クレジットカード番号等取扱締結業者 ２４

うち、指摘事項のあった業者数 １４

うち、指摘事項のない業者数 １０

クレジットカード番号等取扱業者 ３

うち、指摘事項のあった業者数 ２

うち、指摘事項のない業者数 １

計 ７４
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包括信用購入あっせん業者に対する指摘事項の内訳

包括信用購入あっせん業者に対する指摘事項の内訳をみると、
「犯収法等に係る事項」が３２．２％と最も多く、次いで「内部管理体
制の整備」が２０．５％となっている。

指摘事項 件数 構成比（％）

(1)基本事項等

① 財務要件等 ３ ２．２

② 内部管理体制の整備 ３３ ２４．４

上記②のうち 反社対応 （１５） （１１．１）

(2)過剰与信防止
① 支払可能見込額調査の実施状況等 ４ ３．０

② 支払可能見込額調査に係る記録の作成等 ０ ０．０

(3)公正かつ適切な取引の確保
① 取引条件の表示及び書面の交付 ２ １．５

② 苦情処理 １１ ８．１

(4)適切な情報管理

① 情報の管理 １０ ７．４

② 特定信用情報の提供等 ２ １．５

③ クレジットカード番号等の適切な管理 ７ ５．２

(5)その他

① 委託先の管理 ３１ ２３．０

② 債権管理 ０ ０．０

③ 犯収法等に係る事項 ３７ ２７．０

上記③のうち マネロンに係る体制整備 （３２） （２３．７）

計 １３５ １００．０
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個別信用購入あっせん業者に対する指摘事項の内訳

個別信用購入あっせん業者に対する指摘事項の内訳をみると、
「内部管理体制の整備」が５４．０％と最も多く、次いで「委託先の管
理」が１６．０％であった。

指摘事項 件数 構成比（％）

（１）基本事項等

① 財務要件等 ０ ０．０

② 内部管理体制の整備 ２７ ５４．０

上記②のうち 反社対応 （１１） （２２．０）

（２）過剰与信防止

① 支払可能見込額調査の実施状況等 １ ２．０

② 支払可能見込額調査に係る記録の作成等 ０ ０．０

③ 特定取引に係るクレジット契約時調査 ０ ０．０

（３）公正かつ適切な取引の確保

① 特定取引に係る書面の交付等 ０ ０．０

② 加盟店管理 ４ ８．０

③ 苦情処理 ３ ６．０

（４）適切な情報管理
① 情報の管理 ５ １０．０

② 特定信用情報の提供等 ２ ４．０

（５）その他
① 委託先の管理 ８ １６．０

② 債権管理 ０ ０．０

計 ５０ １００．０
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クレジットカード番号等取扱契約締結事業者に対する指摘事
項の内訳をみると、「内部管理体制の整備」が４７.７％と最
も多く、次いで「委託先の管理」が２２.７％となっている。

指摘事項 件数 構成比
（％）

（１）基本事項等

① 変更の届出 ０ ０．０

② 内部管理体制の整備 ２１ ４７．７

上記②のうち 反社対応 （９） （２１．５）

（２）加盟店調査及び措置
① 加盟店調査及び措置に係る社内体制の整備 ４ ９．１

② 加盟店調査及び措置 ４ ９．１

（３）委託先の管理 ① 委託先の管理 １０ ２２．７

（４）クレジットカード番号等の適切な管理

① クレジットカード番号等の取扱い １ ２．３

② クレジットカード番号等の適切な管理の実施状況 ２ ４．５

③ 購入者等情報の取扱い ２ ４．５

計 ４４ １００．０

クレジットカード番号等取扱契約締結事業者に対する指摘事項の内訳
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クレジットカード番号等取扱業者に対する指摘事項の内訳を
みると、「クレカ番号等適切な管理の体制整備」及び「クレカ
番号等適切な管理の実施状況」において1件ずつの2件であっ
た。

クレジットカード番号等取扱業者に対する指摘事項

指摘事項 件数 構成比
（％）

クレジットカード番号等の適切な管理
① クレジットカード番号等の適切な管理の体制整備 １ ５０．０

② クレジットカード番号等の適切な管理の実施状況 １ ５０．０

計 ２ １００．０
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主な指摘事項

【基本的体制整備】

（内部監査機能の不備、法令改正対応等､社内規則等の見直し漏れ）

• 社内規則において、内部管理部門が定期的なモニタリングや社内規則等の定期的な見直しなど法令遵守の監督を行う
とともに、内部監査部門が法令遵守の監査を行う旨を定めているが、人員不足や社内の縦割り構造等の課題により、こ
れらを十分に実施できていないものがあった。

• 内部監査が形式的であり、社内規則や業務フローの内容が法令上の義務に反したものとなっていたにもかかわらず、経
営陣には「問題なし」と報告され、改善が図られていなかった。

• 基本方針において、社内規則等の内容の適切性について定期的な検討を行い、適宜、適切な見直しを行うこととして
いるところ、見直しを適切に行っていなかった。

【反社会的勢力による被害の防止】

• 基本方針において、反社会的勢力との取引を未然に防止するため、反社会的勢力に関する情報等を活用した適切な
事前審査を実施し、委託先等が反社会的勢力に該当しないか、定期的又は必要に応じて確認することとしているとこ
ろ、これを行っていなかった。

• 基本方針において、反社会的勢力との取引を未然に防止するため、契約書や取引約款への暴力団排除条項の導入
を徹底することとしているところ、委託契約書にこれを定めていないものがあった。

※ 反社会的勢力の確認について、網羅的に確認することが重要。特に「委託先」が漏れないように注意。

【苦情処理】

• 基本方針において、苦情の内容及び重要性に即して類型化する基準を社内規則等に定めていることと規定していると
ころ、これを定めていなかった。

• 利用者又は購入者等からの苦情を受け付けたときは、遅滞なく当該苦情の内容が自社又は加盟店による購入者等の
利益の保護に欠ける行為に起因するものであるかの判別を行うべきところ、これを行っていなかった。

【情報の管理】

• 基本方針において、個人情報保護法、保護法ガイドライン及び信用分野ガイドラインに基づく情報の取扱基準を定め
ることとしているところ、令和４年改正個人情報保護法を踏まえた社内規則等※の見直しを行っていなかった。
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【クレジットカード番号等の適切な管理】

• 基本方針において、クレジットカード番号等の取扱いを委託する委託先との契約に、当該委託先が実施するべきクレジットカー
ド番号等の管理措置の内容、クレジットカード番号等の漏えい等の事故が発生し、又は発生したおそれがある場合の事故の
状況把握及び自社への報告、事故の拡大防止措置、原因究明調査及び再発防止措置を実施すること、これらの措置を適
切に実施できないと認められた場合には契約内容を変更することや契約を解除することを定めていることと規定しているところ、
委託先との契約にこれらの事項を定めていなかった。

【委託先の管理】

（委託契約書等の不備)

• 基本方針において、委託先との契約等において、委託先が法令違反を行った場合、委託元である信用購入あっせん業者に
報告することを定めていることと規定しているところ、委託契約書にこれを定めていなかった。

• 基本方針において、委託先との契約等において、委託先が受託業務を適切に遂行できないと認められた場合には、契約を解
除することや契約内容を変更すること等を定めていることと規定しているところ、委託契約書にこれを定めていないものがあった。

※ 特に契約先がグループ会社（親会社含む）であるなどの理由により、委託先の管理不備が多数存在。
 契約相手先の規模や属性を問わず、委託元として管理が必要となることに注意。

（社内規則等の不備）

• 基本方針において、利用者等の利益の保護のため、委託先が法令違反行為を行う等の行為が認められた場合、速やかに委
託契約を解除する等の措置を明確に定めていることを規定しているところ、これを社内規則等に定めていなかった。

【マネロン・テロ資金供与対策※に係る体制整備】（※マネロン対策は令和6年3月末までに完了する必要あり）

• マネロン・テロ資金供与対策ガイドラインにおいて、リスク評価の全社的方針や具体的方針・手続・計画等を確立することが求
められているところ、これを定めていなかった。

• マネロン・テロ資金供与対策ガイドラインにおいて、自らが特定・評価したリスクを前提に、個々の顧客・取引の内容等を調査し、
この結果を当該リスクの評価結果と照らして、講ずべき実効的な提言措置を判断・実施することが求められているところ、これを
行っていなかった。

• マネロン・テロ資金供与対策ガイドラインにおいて、マネロン・テロ資金供与対策の方針・手続・計画等の策定及び見直しにつ
いて、経営陣が承認するとともに、その実施状況についても、経営陣が定期的及び随時に報告を受け、必要に応じて議論を
行うなど、経営陣の主導的な関与があることが求められているところ、これを行っていなかった。

※ リスク評価は事業者の規模を問わず、原則すべての事業者が行う必要があり。
自社のマネロンリスクを検証し、根拠を示すこと。また、社内規則等が未整備の場合は早急に作成し、体制を整備すること。
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